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平成24年度は中期経営計画StepⅡ3ヵ年の中間点

H23 H24 H25

新生日特の創生

・企業風土改革
・事業の選択と集中

変革への基盤整備

新生日特の
　安定基盤の構築

成長戦略の準備

新生日特の創生

成長戦略

・基礎分野のシェア
と領域拡大
・組織力強化(体幹、
リスク耐久力の強化)

・防災分野、耐震分野、
法面補修分野のリーディ
ング・カンパニー
・海外専門工事の拡大

中計経営計画StepⅠ 中計経営計画StepⅡ 中計経営計画StepⅢ

H20 H21 H22 H26 H27 H28

新生日特の挑戦



１．業績推移
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連結営業利益、連結営業利益率
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連結経常利益、連結経常利益率
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連結純資産、連結自己資本比率
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業績推移のまとめ

• 中期経営計画ＳｔｅｐⅠ「新生日特建設の創
生」〔平成20～22年度〕は順調に推移した。

• 中期経営計画StepⅡ「安定基盤の構築」の
初年度〔平成23年度〕においても、計画を上

回る業績を達成した。

• 財務体質も健全なレベルに達した。



２．平成24年度の業績見通し
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4月23日版1月25日版

土木市場見通し（建設経済研究所）
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【受注高・売上高】 ⇒ 前年度より増加
・市場の伸び（前年度比3.5％増）および震災・台風災害からの復旧・復興需要の本
格化を考慮すると、当社の得意とする基礎工事が増えると考える

【利益面】⇒営業利益・経常利益は前年度並み
・貸し倒れリスク増大の対策（与信費用の増加を見込む）
・一般土木工事における労務費・資材費の高騰が懸念されるが、特殊技能者を常
時安定的に抱え、特定された材料を使用する当社が受ける影響は比較的少ない

（単位：百万円）

平成23年度実績 平成24年度予想 前年比

売 上 高 52,079 53,000 101.8%

営 業 利 益 2,026 2,030 100.1%

経 常 利 益 1,877 1,850 98.5%

（単位：百万円）

平成23度実績 平成24年度予想 前年比

52,179 53,000 101.6%

基 礎 46,922 49,600 105.7%

土 木 4,884 3,200 65.5%

そ の 他 372 200 53.8%

受 注 高
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海外事業の取り組み（平成24年度）

「海外進出の準備」
中期経営計画ＳｔｅｐⅡの重要施策の一つ

1.  インドネシア進出
・ ジャカルタに駐在事務所を年度内に設置
・ インフラ整備にともなう地盤改良工事等を視野

2.  香港建築（土木工程）有限公司との業務協力
・ 営業面、技術面、工事面で協力
・ 海外事業を担う人材の育成



３．資本政策
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今回実施する資本政策について

１～３についてはＨ24.6.28株主総会に上程

1．株式併合
・ 4株→1株に併合

2．単元株式数の変更
・ 1単元株1,000株→100株

3．発行可能株式総数の変更
・190百万株→50百万株（普通株式）

４．次期配当予想（増配）
・株式併合後5円/株
（H23年度1円→H24年度1.25円）
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資本政策実施の目的

１．株主還元策として増配に向けた環境整備

２．発行済株式総数の適正化

３．既存株主の議決権・市場売買の利便性を考
慮（東証通達に沿った単元株式数の変更）

４．株式併合に合わせた、発行可能株式総数
の変更による減少
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株式併合後の状況および日程

発行済株式総数（Ｈ24年3月31日現在） 175,677,164株
併合による減少株式数 131,757,873株
併合後の発行株式総数 43,919,291株
併合後の発行可能株式総数 50,000,000株

Ｈ24年5月10日 取締役会決議
Ｈ24年6月28日（予定） 定時株主総会決議日
Ｈ24年9月14日（予定） 株式併合公告日
Ｈ24年10月1日（予定） 株式併合の効力発生日

1．併合後の株式の状況

2．株式併合の日程
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財務体質
の改善

業績の安定

資本政策

企業価値の
向上

ＣＳＲの遂行

中計ＳｔｅｐⅢ
「成長戦略」

への円滑な移行

資本政策のまとめ
• 今回の資本政策により、企業価値を高めることで、ス

テークホルダーの期待に応えるとともに、中期経営計画
ＳｔｅｐⅢ「成長戦略」〔平成26～28年度〕への円滑な移

行を図る。

４．災害の復旧・復興に貢献する技術
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災害復旧・復興事例
パワーブレンダー工法による堤防の耐震補強

抑止杭工による住宅地の地すべりの復旧・復興ロッククライミング工法による浮石除去

鉄筋挿入工等による道路法面崩壊の復旧・復興
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災害復旧・復興事例

親杭パネル壁工法による道路路肩の復旧・復興

法枠工等による道路法面崩壊の復旧・復興
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日特建設株式会社の技術情報

• ウェブサイトへのリンク

http://www.nittoc.co.jp/kouhou/


